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労組周辺動向 No.95 

2020 年 9 月 4 日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 雇用調整助成金の特例が延長：厚生労働省 

「雇用調整助成金の特例措置等を延長します 

９月末に期限を迎える雇用調整助成金の特例措置、緊急雇用安定助成金、新型コロナウイル

ス感染症対応休業支援金・給付金（以下「雇用調整助成金の特例措置等」という。）につい

ては、本年１２月末まで延長します。 

  

そのうえで、感染防止策と社会経済活動の両立が図られる中で、休業者数・失業者数が急増

するなど雇用情勢が大きく悪化しない限り、雇用調整助成金の特例措置等は、段階的に縮減

を行っていきます。」 

 

(2) 失業保険の「給付制限期間」が２０２０年１０月１日から２カ月に短縮。 

https://www.rosei.jp/lawdb/common/data/pamphlet/file/000109084_file1.pdf 

 

(3) 兼業労働者への労災保険給付額が変わる。２０２０年９月１日から。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/rou

saihukugyou.html 

 

「複数事業労働者への労災保険給付：わかりやすい解説」 

https://www.rosei.jp/lawdb/common/data/pamphlet/file/000109203_file1.pdf 

 

(4) 副業・兼業による働き過ぎ防ぐ規則明記へ 

副業をする働き手の労働時間管理をめぐり、労働政策審議会（厚生労働相の諮問機関）の分

科会は、働き過ぎを防ぐための残業時間の上限規制は、本業と副業の労働時間を通算して適

用すると結論づけた。厚労省は副業・兼業に関する指針を９月にも改定し、こうしたルール

を明記する。 

 

新たな指針では、企業は働き手の労働時間を、後から働き始めた副業先での労働時間も通算

して管理する必要があると定める。副業先での労働時間は、働き手の自己申告で把握する。

その上で、通算した労働時間のうち法定労働時間を超える部分が、上限規制を超えないよう

に管理を求める。 

https://www.rosei.jp/lawdb/common/data/pamphlet/file/000109084_file1.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/rousaihukugyou.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/rousaihukugyou.html
https://www.rosei.jp/lawdb/common/data/pamphlet/file/000109203_file1.pdf
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「副業・兼業の促進に関するガイドライン」 厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/000665413.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) 関西生コン労組事件「逮捕権の乱用」「国家の不当介入」―のべ 89 人逮捕、600 日超長

期勾留…国に損賠求め役員ら陳述 

全日本建設運輸連帯労働組合関西地区生コン支部（関生支部）の執行委員長らが恐喝容疑な

どで京都府警や滋賀県警などに逮捕、起訴されている一連の事件について、組合と役員らが

国や京都府、滋賀県などを相手に起こした国家賠償請求訴訟の第 1 回口頭弁論が東京地裁

で開かれた。 

 

関生支部は労組法の適格組合。ストライキなどの労働組合活動を行う資格があるにもかか

わらず、こうした活動について不当な捜査や取り調べ、600 日を超えるような長期勾留が行

われた。 

 

担当弁護士は「再逮捕がくり返され、役員らに３００～６００日以上の長期勾留を認めた裁

判所には、産業別労働組合と労組法への無理解と人権侵害の責任がある」として、国賠訴訟

の意義を強調した。 

 

武建一委員長は関生支部が中小の生コン業者団体と協力関係を築いて生コンの品質向上や

粗悪品の安売り競争防止に取り組んだり、業界統一の賃金や福祉を実現してきた経緯を説

明し、こうした取り組みがゼネコンなどから反発を受けたと語り、「労働協約にに基づく労

組活動が犯罪とされた。憲法が空洞化する事件だ」と訴えた。 

 

刑事事件の被告として武委員長ら原告に「組合事務所への出入り」「組合関係者に接触禁止」

などの保釈条件が課されていることについても「仕事ができない。組合活動の停滞を狙った

不当な措置で、認めている裁判所も加担している」と批判した。 

 

一連の事件では、関生支部の組合員が滋賀県内の建設工事を巡り、支部と協定を結んでいる

生コン業者から生コンの供給を受けるよう求めたことを強要未遂として滋賀県警が武委員

長を逮捕して以来、京都や大阪、和歌山の各府県警にのべ８９人が逮捕された。 

 

これに対し、国内の労働法の専門家７８人が「人権の一角である労働基本権を無視した法執

行で、見過ごせない」として昨年１２月に抗議声明を出している。 

 

(2) コロナ理由に運転手“解雇” について仙台地方裁判所が解雇無効の仮処分決定 

新型コロナの影響による業績不振を理由に、運転手を解雇した仙台のタクシー会社に対し、

仙台地裁は、解雇の無効などを命じる、仮処分の決定を出した。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/000665413.pdf
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仙台地裁は、「会社は雇用調整助成金の活用など、人員削減を避ける努力が不十分」などと

して、４人の解雇の無効を認めた上、３人について、９月から１年間、賃金の一部を支払う

よう命じる決定を出した。 

 

(3) 「腐ったミカン」退職強要は「違法」：追手門学院を提訴 

職員研修で「腐ったミカン」などと人格を否定する言葉で執拗に退職を迫ったのは違法だと

して、学校法人追手門学院の男性職員ら 3 人が、学院理事長や研修を請け負ったコンサルタ

ント会社などに総額約２，２００万円の損害賠償などを求め、大阪地裁に提訴した。 

 

同学院は２０１６年に職員１８人を集め、５日間の「自律的キャリア形成研修」（４０時間）

を実施。その際、コンサルタント会社の講師が「あなたにはチャンスがない」などと２０１

７年３月末での退職を迫った。研修後の面談でも、理事長は原告らに退職を強要した。 

 

(4) 県立の特別支援学校で勤務時間を過少記録か－県教委調査へ 

群馬県内の県立の特別支援学校で、教員の勤務時間が実態より過少に記録されていた可能

性があることが分かった。本来は群馬県の時間外労働の基準である月４５時間を大きく上

回っていたのに、数分の一まで抑制して基準以下とした例もあった。複数人の複数カ月分で

認められた。群馬県教委は関係者の指摘を受け、近く調査に乗り出す。 

 

(5) 「非正規労働者にも休業手当を」と大阪市の飲食チェーンでパート従業員がストライキ 

「まいどおおきに食堂」「串家物語」などの飲食チェーンを運営する「フジオフードシステ

ム」が経営するカフェ店のパート従業員らが東京都内で記者会見を開き、2 週間のストライ

キに入ったと発表した。新型コロナウイルスの影響で店舗が休業した際、不払いとなってい

る休業手当の支払いを求めている。 

 

パート従業員らが働く「デリス タルト＆カフェ」が緊急事態宣言の発令で４月８日～５月

末に休業。休業手当は、シフトが決まっていた４月の数日分のみ支給され、５月分は支払わ

れなかった。６月以降はシフト数が減り、７月からは人員が減らされ、業務過多になったと

いう。団体交渉で同社は、店が入居する商業施設の営業停止が休業の理由であり、休業手当

の支払い義務はないと回答。一方で正社員には支払っていると明かしたという。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 公立中教職員 64％が過労死ライン―新型コロナで負担増 

ＮＰＯ法人「教育改革２０２０『共育の杜もり』」は、７月に行った教職員の勤務実態調査

で、公立小の回答者の５６．４％、公立中の６４．３％が、学校に残ったり、家に仕事を持

ち帰ったりして、過労死ラインとされる１カ月８０時間以上の時間外労働をしていたと公

表した。 

 

「コロナ感染症拡大に伴う教職員の勤務実態等の変化に関する調査」 
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http://bit.ly/corona-teachers 

 

(2) アサヒビールが性的少数者向けの社内制度―多様性尊重へ環境整備 

アサヒビールは、ＬＧＢＴなど性的少数者の従業員向けに新たな社内制度を設けると発表

した。同性パートナーを配偶者として認め、福利厚生を異性婚と同様に適用する制度と、戸

籍とは異なる性を自認する場合、その自認性で会社が対応する制度。アサヒは従業員の多様

性を尊重して環境を整えることで、より働きがいのある職場を目指したいとしている。 

 

「同性婚パートナー届出制度」は社宅貸与のほか、育児や介護休暇・休職の取得が可能にな

る。「性別取扱変更届出制度」は、従業員が自認する性で働けるよう、トイレや更衣室の利

用などを相談しやすくする。 

 

(3) 世界の子供の３割がオンライン授業を利用できず 

新型コロナウイルスの影響でオンライン授業の導入が進む中、国連児童基金（ユニセフ）は

世界全体で３割の子供たちがオンライン授業を利用できない環境にあるとの報告書を発表

した。 

 

"COVID-19: At least a third of the world’s schoolchildren unable to access remote 

learning during school closures, new report says" UNICEF 

https://www.unicef.org/press-releases/covid-19-least-third-worlds-schoolchildren-

unable-access-remote-learning-during 

 

(4) 派遣労働者１６万人減―6 月末で「コロナ解雇」か 

新型コロナウイルス禍のもとで派遣労働者が７月には前年同月から１６万人も減少してい

たことが、総務省が発表した労働力調査でわかった。比較可能な２０１４年以降、過去最大

の落ち込みだ。３カ月ごとの派遣契約の更新時期と重なる６月末での雇い止めが急増する

「６月危機」が心配されていたが、現実になった形だ。 

 

厚生労働省も「6月危機」は警戒していた。加藤勝信厚労相は 5月末、派遣事業者の団体や

経済団体に対し、派遣社員を安易に雇い止めにせず、雇用を維持するように要請。派遣会社

には、新たな派遣先が見つからなかった場合でも雇用契約を維持し、特例で拡充した雇用調

整助成金を使って休業させるといった異例の対応まで求めていた。 

だが、要請に強制力はなく、派遣先がなくても雇用助成金を使って雇用を維持しているケー

スが実際にあるかも「把握していない」という。雇い止めされた派遣労働者や支援者らは７

月末、「要請が守られておらず、雇い止めが広がっている」として、さらなる対応をするよ

う厚労省に申し入れていた。 

 

「労働力基本調査（基本集計）２０２０年７月分」２０２０年９月１日 総務省統計局 

https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/pdf/gaiyou.pdf 

 

http://bit.ly/corona-teachers
https://www.unicef.org/press-releases/covid-19-least-third-worlds-schoolchildren-unable-access-remote-learning-during
https://www.unicef.org/press-releases/covid-19-least-third-worlds-schoolchildren-unable-access-remote-learning-during
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/pdf/gaiyou.pdf

